









































































































































第 1副問 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプロー 
チとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消することができるか 
 


































































































































































 第 1 副問は、理論的研究である。国連開発計画の人間開発の概念をセンのケイパビリテ
ィ・アプローチで再構築する方法によって、理論的に“乖離”の解消をおこなう。 





(1)  第 1 副問への解答 
























(2)  第 2 副問への解答 
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序  論 
 




第 1 節 問題提起 











































 研究の手順としては、提起した問題を次の 2 つの副問に分けて、第 1 副問では理論的研
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  （3）狭小化された問題の場の研究史の中に問題点（空白・誤謬・不十分）を発見 
 人間開発についての先行研究を回顧すると、開発論における位置づけや、人間開発指数な
どに関するものが主な研究対象として取り上げられている。けれども、人間開発の“概念”


























これらの研究の手順をまとめると、図 1 のようになる。 





（1） 「問題の場」の狭小化      
（2） 狭小化した「問題の場」の選択と研究史の回顧 



















          出典：筆者作成 
 











（3） 問題点（空白・誤謬・不十分）の発見  
（4） 問題提起（問題点の疑問形での表現）＝  
主題（テーマ）の確立 → 論題（タイトル）の確立  
（5） 1 つの主題を 2 つの副問へ分割   
（6） 2 つの副問の各個撃破（問い・証明・答え）  
理論研究 
実証研究 
（7） 解答：2 つの副問の解答を総合して主題（主問 ＝ 主題）  
の解答にする 






序論  「問題提起」、「研究の意義」、「研究の手順」と「論文の構成」 
      序論では、本研究の主題（テーマ）を紹介し、本研究の基本的な構成である主
題（テーマ）を分割した副問の紹介をおこなう。 
第 1 章 研究の背景と研究史の回顧 
     この章では、“開発経済学のパラダイム転換”、“人間開発にいたるまでの貧困
認識の変遷”、“人間開発の概念に関する先行研究”などを整理する。そして、先
行研究における不十分な箇所を発見し、その問題点を説明する。 
第 2 章 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ
ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”の解消の可能性について
の分析 
      この章では、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプロ
ーチの比較から、両者の間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”が解消可能で
あるか否かについて分析をする。 
第 3 章 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ
ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”の解消に関する理論的分
析 
     この章では、理論的に国連開発計画人間開発の概念とセンのケイパビリティ・
アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消すべく、ケイパ
ビリティ・アプローチの視点から、人間開発の概念を再構築する。 
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結論  解答 
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注 
注1 下村恭民「第 1 章 『南』の人々の努力と国際社会の支援」、西垣明・下村恭民・辻
一人『開発援助の経済学(第 3 版)』有斐閣、2007、5 ページ。 
注2 Amartya K. Sen, Poverty and Famines: An Essay on Entitlement and Deprivation 
（New York: Oxford University Press, 1982）, ⅶ.（アマルティア・セン[著] 、黒
崎卓・山崎幸治[訳] 『貧困と飢饉』岩波書店、2000、ⅸページ。） 
    また、「貧困の定義」や「開発・発展・貧困」について、西澤（1993）は「貧困を
厳密に定義したり、計測したりすることは必ずしも容易なことではない」という。西
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第 1 章 研究の背景と研究史の回顧 
 




















































第 3 項 人間開発 
1990 年から、人間中心の開発をめざすとする“人間開発”の概念が現れた。これは、国
連開発計画(UNDP : United Nations Development Program)が 1990年に刊行したHuman 




















































第 1 項 構造主義の途上国の貧困問題へのアプローチと貧困認識 
 構造主義の貧困問題へのアプローチは、途上国が貧困からの脱却するためには 1 国の貿
易構造の転換、すなわち、輸入代替工業化による開発が必要であると指摘し、そのために政
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オドア・シュルツ（Theodore William Schultz, [1961]）の議論と、輸出促進政策を強調し
たベラ・バラッサ（Bela A. Balassa［1970a,1970b,1971,1978,1981］）および、アン・ク











第 3 項 改良主義の途上国の貧困問題へのアプローチと貧困認識 


















第 4 項 構造調整プログラム（1980 年代の新古典派アプローチ）の貧困問題へのアプ
ローチと貧困認識 
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一人『開発援助の経済学(第 3 版)』有斐閣、2007、6 ページ。 
注2 絵所秀紀『開発と援助－南アジア・構造調整・貧困－』同文舘出版株式会社、1994、
170-171 ページ。 
注3 絵所秀紀、前掲書（注 2）、171 ページ。 
注4 絵所秀紀、前掲書（注 2）、171 ページ。 
注5 絵所秀紀、前掲書（注 2）、171 ページ。 
注6 西川潤「第 1 章 社会開発の理論的フレームワーク」、西川潤[編]『社会開発』有斐閣、
1997、16-17 ページ。また、現在では主に GDP が使われる。 
注7 佐藤誠「社会開発とコミュニティ・国家・国際社会」、佐藤誠［編］『社会開発論 : 南
北共生のパラダイム』有信堂高文社、2001、1-20 ページ。 
注8 佐藤誠、前掲書（注 7）、2-3 ページ。 
注9 西澤信善「社会開発論の新展開」、『國民經濟雜誌』神戸大学、1996、173(1)、45 ペ
ージ。 
注10 United Nations Development Program, Human Development Report 1990 (New 
York: Oxford University Press, 1990), 10. 
注11 United Nations Development Program, Human Development Report 1990 (New 
York: Oxford University Press, 1990), 10. 
注12 United Nations Development Program, Human Development Report 1990 (New 
York: Oxford University Press, 1990), 10. 
注13 United Nations Development Program, Human Development Report 1990 (New 
York: Oxford University Press, 1990), 10. 
注14 United Nations Development Program, Human Development Report 1990 (New 
York: Oxford University Press, 1990), 10. 
注15 United Nations Development Program, Human Development Report 1999 (New 
York: Oxford University Press, 1999), 16-17. (国連開発計画『人間開発報告書 1999』、
国際協力出版会、1994、22-23 ページ。）  
注16 Haq Mahbubul, Reflections on human development (Oxford University Press, 
1995). (マブーブル・ハク[著] 、植村和子ほか[訳]『人間開発戦略 : 共生への挑戦』、
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日本評論社、1997、28 ページ。) 
注17 絵所秀紀「開発経済学と貧困問題」、絵所秀紀・山崎幸治［編］『開発と貧困 : 貧困
の経済分析に向けて』日本貿易振興会アジア経済研究所、2000、11 ページ。 
注18 絵所秀紀、前掲書（注 17）、11 ページ。 




注20 絵所秀紀、前掲書（注 17）、17-18 ページ。 
注21 絵所秀紀、前掲書（注 17）、19 ページ。 
注22 絵所秀紀、前掲書（注 17）、30 ページ。 
注23 絵所秀紀、前掲書（注 17）、20 ページ。 
注24 郭洋春『開発経済学―平和のための経済学―』法律文化社、2010、11 ページ。および、
下村恭民「第 2 章 開発途上国の理念と戦略」、西垣明・下村恭民・辻一人『開発援
助の経済学(第 3 版)』有斐閣、2007、56 ページ。 
注25 下村恭民「第 2 章 開発途上国支援の理念と戦略――1980 年代後半まで――」、西垣
明・下村恭民・辻一人『開発援助の経済学(第 3 版)』有斐閣、2007、59 ページ。 
注26 渡辺利夫・佐々木郷里［編］『開発経済学事典』弘文堂、2004、554 ページ。および
下村恭民、前掲書（注 25）、58 ページ。 
注27 絵所秀紀『開発の政治経済学』日本評論社、2004、3-4 ページ、および 230 ページ。 
注28 Amartya K. Sen and Martha Nussbaum, The quality of life (Oxford: Clarendon 
Press, 1993), 31-32. (アマルティア・セン[著] 、竹友安彦[監修]、水谷めぐみ[訳] 『ク
オリティー・オブ・ライフ 豊かさの本質とは』里文出版、2006、60-61 ページ。) 
注29 Amartya K. Sen, Inequality reexamined （Oxford: Oxford University Press, 1992）.
（アマルティア・セン [著] 、池本幸生・野上裕生・佐藤仁[訳] 『不平等の再検討』
岩波書店、1999。）および、Amartya K. Sen, Development as Freedom (New York: 
Alfred A. Knopf, 1999).（石塚雅彦[訳] 『自由と経済開発』日本経済新聞社、 2000。）  
注30 Haq Mahbubul, Reflections on human development (Oxford: Oxford University 
Press, 1995).（マブーブル・ハク[著] 、植村和子ほか[訳] 『人間開発戦略: 共生への
挑戦』日本評論社、1997、25-28 ページ。） 
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注31 Haq Mahbubul, Reflections on human development (Oxford: University Press, 
1995).（マブーブル・ハク[著] 、植村和子ほか[訳] 『人間開発戦略: 共生への挑戦』
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注32 Haq Mahbubul, Reflections on human development (Oxford: University Press, 
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注34 佐藤元彦「貧困緩和・解消アプローチの新たな展開と課題(上)Human Development
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注37 太田和宏「グローバリゼーション下における人間開発戦略 : その意義と課題」、『人
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Amartya K. Sen, 1992. 前掲訳（注 38）、170 ページ。 
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注45 United Nations Development Programme，Human Development Report 1997




注47 サキコ・フクダ-パー[著]、崔載弦・山森亮[訳]「第 7 章 人間開発パラダイム : A.セ
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- 28 - 
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注52 サキコ・フクダ-パー、前掲論文（注 47）、189-190 ページ。 
注53 Mozaffar Qizilbash は人間開発の概念について、開発における一貫したアプローチ
というよりも、多くの重要な要素の集合という印象が残ってしまうとしている。






注55 絵所秀紀、前掲書(注 27)、213 ページ。 
















































映するものであり、人間はそれらの中から 1 つの集合を選択することができる（注 3）。 
センは、貧困を分析するにあたって、貧困は「たんに所得の低さというよりも、基本的な



























































































国連開発計画が 1990 年以降、毎年公刊している『人間開発報告書』（Human Development 




- 33 - 
 
各側面の指数＝ （注 22） 
（注 23） 
中・高等教育就学率（1/3 加重）」という教育に関する 2 つの変数をかかげ、そして人間ら




数、教育指数、GDP 指数)の指数は次のように計算され、0 から 1 の間の数字で表される。 
 
          測定する国の計測値 ― 集計された国々の中で最も低い数値 





 平均余命指数 ＋ 教育指数 ＋ GDP 指数 
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2 国連ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals : MDGs） 
 1990 年以降、経済開発に重点をおくのではなく人間を中心に据えた開発計画が図られる
ようになった。これにより貧困を削減することを目的とした保健医療・教育などへの投資を
重要視する援助政策が策定されるようになった。2000 年 9 月ニューヨークで開催された国





Development Goals : MDGs）だとして、2015 年という達成期限と具体的な数値目標（8
つの目標、18 のターゲット、48 の指標）を定めて、その実現を公約した（注 27）。このミ
レニアム開発目標と前出の人間開発指数によって、国連開発計画は人間開発の度合いを測定








  3. 目的達成のための具体的な戦略と取り組みを打ち出したこと。 
























































































人間の安全保障委員会は、さきに述べた 2000 年 9 月のミレニアム・サミットにおいて国
連事務総長の要請に応えて 2001 年 1 月に設立された（任期は 2 年間）ものである。その後、








































































第 3 節 貧困削減についてのアマルティア・センの認識と国連開発計画の認識 
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 第2項 国連開発計画の貧困削減についての認識 



























 上記の 7 点から得られる検討課題は、経済成長と国連開発計画のいう人間開発が貧困（所
得貧困）縮小に、どのように絡み合っているかということである。上記の 2 と 5 にあるよ





























































 第 1 章ですでに述べたように、先行研究によると貧困問題と開発問題における国連開発
計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間の認識の“齟齬”あるい
は“大きなずれ”とは、国連開発計画の人間開発の概念が開発問題を重要視し、センのケイ
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注1 Amartya K. Sen, Resources, Values and Development (Cambridge, Mass.: 
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Harvard University Press, 1997), 496-497. 
注3 Amartya K. Sen and Martha Nussbaum, The quality of life (Oxford: Clarendon 
Press, 1993), 31-32.（竹友安彦 [監修] 、水谷めぐみ［訳］『クオリティー・オブ・
ライフ 豊かさの本質とは』里文出版、2006、60-61 ページ。） 
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（アマルティア・セン[著] 、石塚雅彦［訳］『自由と経済開発』日本経済新聞社、2000、
99 ページ。括弧内引用者。） 
注5 Amartya K. Sen, 1999, 91.（同上訳、102-103 ページ。） 
注6 Amartya K. Sen, 1993, 32. 前掲訳 (注 4) 、61 ページ。 
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（Cambridge University Press, 2000）. （マーサ・ヌスバウム［著］、池本幸生・
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2005、92-95 ページ。） 
注8 峯陽一『現代アフリカと開発経済学』日本評論社、1999、197 ページ。 
注9 人間を資本としてあつかったのは、アルフレッド・マーシャル（Alfred Marshall）
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注20 United Nations Development Programme, Human Development Report 2006 
(New York: Oxford University Press, 2006), 2. （国連開発計画『人間開発報告書
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である、（ⅲ)所得の割引評価に採用される境界値選択の根拠が不明である、（iv)同じ
くこの割引評価に使われる数式は、線形と非線形を接合したものである点に恣意性
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（成人識字率と初・中・高等教育の総就学率）、人間らしい生活水準（勤労所得の推
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定値：PPP US$）のそれぞれを男女格差に従い調整している。（国連開発計画『人間
開発報告書 2005』、2005、テクニカルノート、392-393 ページ。） 
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表 1 国連ミレニアム開発目標一覧 
 
ゴールとターゲット 進展をモニタリングする指標 
ゴール 1: 極度の貧困と飢饉の撲滅 
ターゲット 1-A 
2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990
年の水準の半数に減少させる。 
1.1 1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生活する人口の割合 
1.2 貧困ギャップ比率 






1.4 就業者 1 人あたりの GDP 成長率 
1.5 労働年齢人口に占める就業者の割合 
1.6 1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生活する就業者の割合 
1.7 総就業者に占める自営業者と家族労働者の割合 
ターゲット 1-C 
2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準の半
数に減少させる。 
1.8 低体重の 5 歳未満児の割合 
1.9 カロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合 





2.2 第 1 学年に就学した生徒のうち初等教育の最終学年まで到
達する生徒の割合 
2.3 15～24 歳の男女の識字率 









ゴール 4: 乳幼児死亡率の削減  
ターゲット 4-A 
2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1
に削減する。 
4.1 5 歳未満児の死亡率 
4.2 乳児死亡率 
4.3 はしかの予防接種を受けた 1 歳児の割合 
ゴール 5: 妊産婦の健康の改善 
ターゲット 5-A 


























6.5 治療を必要とする HIV 感染者のうち、抗レトロウィルス薬
へのアクセスを有する者の割合 










6.7 殺虫剤処理済みの蚊帳を使用する 5 歳未満児の割合 




ゴール 7: 環境の持続可能性の確保 





















2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住者の生活を改善
する。 
7.10 スラムに居住する都市人口の割合 





























8.1 ODA 支出純額（全体および後発開発途上国向け）が OECD
開発援助委員会（DAC）ドナー諸国の国民総所得（GNI）
に占める割合 
8.2 基礎的社会サービスに対する DAC ドナーの分野ごとに配
分可能な二国間 ODA の割合（基礎教育、基礎医療、栄養、
安全な水及び衛生） 
8.3 DAC ドナー諸国のアンタイド化された二国間 ODA の割合 
8.4 内陸開発途上国の GNI に対する ODA 受取額 

























8.14 人口 100 人当たりの電話回線加入者数 
8.15 人口 100 人当たりの携帯電話加入者数 
8.16 人口 100 人当たりのインターネット利用者数 
出展：①United Nations Statistics Division, “Official list of MDG indicators”  
http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Host.aspx?Content=Indicators/OfficialList.htm 、2012年 02月 15日アクセス。 
②外務省、「ミレニアム開発目標（MDGs）とは」、『国際協力 政府開発援助 ODA ホームページ』 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs/about.html#mdgs_lis 、2012 年 02 月 15 日アクセス 
③UNITED NATIONS, “The Millennium Development Goals Report 2010”  
http://www.un.org/millenniumgoals/pdf/MDG%20Report%20Report%202010%20En%20r15%20-low%20res 
%2020100615%20-.pdf 、2012 年 4 月 8 日アクセス。 (国際連合広報センター訳『国連ミレニアム開発目標報 
告 2010』http://unic.or.jp/pdf/MDG_Report_2010.pdf2012 年 4 月 8 日アクセス。） 
以上①，②，③をもとに筆者作成。 
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第 3 章 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチの視点
からの国連開発計画の人間開発概念の再構築 
                  
第 1 節 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチの視点から国連開発計
画の人間開発の概念を再考証する 






















 つまり A と B は２人とも飢餓状態に陥っているが、手段のない B（飢餓状態を免れるた
めの代替的な選択肢を持たない人）は、断食をしている A（十分な栄養を取るための能力と
いう代替的な選択肢を持つ人）と比べると貧しいといえるのである。 





























































































  第 2 項 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチによる貧困の構造分析 
次にセンのケイパビリティ・アプローチの視点による、“貧困の構造分析”について考察
する。 
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その各要素に関する危険や災難にも着目する。つまり、各要素に危機的状況をもたらす脅


























と、ゴールが 1 から 8 まであるがその中で具体的に「健康で長生きをすること」には、ミ
レニアム開発目標のゴール 4 の乳児死亡率を減少させること、ゴール 5 の妊産婦の健康を
向上させること、ゴール 6 の主要な疾病を克服することが含まれるとしている。また、「教










































































に関する選択肢のない人びとを測定するものであり、「1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生







たりの GDP 成長率」、「労働年齢人口に占める就業者の割合」、「1 日 1 ドル（購買力平価）
未満で生活する就業者の割合」、「総就業者に占める自営業者と家族労働者の割合」の指標











ができる。すなわちターゲット 2-A は「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別な







「15～24 歳の男女の識字率」の指標によって測られる。ゴール 2、ターゲット 2-A、およ





















死亡率」、「はしかの予防接種を受けた 1 歳児の割合」の指標によって測られる。ゴール 4、
ターゲット 4-A、および各指標については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照さ
れたい。 


















とターゲット 5-B、および各指標については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照
されたい。 








択肢のない人びとを計測するものであり、「15～24 歳の HIV 感染率」、「最後のハイリスク
な性交渉におけるコンドーム使用率」、「HIV／エイズに関する包括的かつ正確な情報を有す
る 15～24 歳の割合」、「10～14 歳の、エイズ孤児ではない子どもの就学率に対するエイズ
孤児の就学率」の指標によって測られる。次に、ターゲット 6-B は「2010 年までに、必要














処理済みの蚊帳を使用する 5 歳未満児の割合」、「適切な抗マラリア薬により治療を受ける 5
歳未満児の割合」、「結核の有病率および結核による死亡率」、「DOTS（短期科学療法を用い
た直接監視下治療）の下で発見され、治療された結核患者の割合」の指標によって測られ
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都市人口の割合」の指標によって測られる。ゴール 7、ターゲット 7-A からターゲット 7-D、






第 3 節 国連開発計画の人間開発の概念による貧困の構造分析の構築  






1 国連ミレニアム開発目標の所得貧困と飢餓に関するゴールはゴール 1 として「極度の
貧困と飢餓の撲滅」を掲げ、ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 1-C の 3 つのタ
ーゲットから構成されている。ゴール 1 については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」
を参照されたい。 
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国連ミレニアム開発目標のターゲット 1-A の具体的目標は、途上国の最低生活水準レベ
ルとして「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数








































国連ミレニアム開発目標のターゲット 1-C の具体的目標は、「2015 年までに、飢餓に苦

















発目標のゴール 1 は、ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 1-C によって構成され
る。これら 3 つのターゲットから抽出した概要の構造を捉えるために、特性と要因を系統
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図 2-1-1 にあるように、国連開発計画のターゲット 1-A の目標として 2015 年までに 1
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2 国連ミレニアム開発目標の初等教育に関するゴールはゴール 2 として「普遍的な初
等教育の達成」を掲げ国連ミレニアム開発目標ターゲット 2-A を目標としている。これは
「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるよう



















前述のように、初等教育を受けることに関するに関するゴール 2 は、ターゲット 2-A によって把
握される。この概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式（特性要因図）を参考にし
て系統的に図式化すると図 2-2 のようになる。 
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3 国連ミレニアム開発目標におけるジェンダーに関するゴールはゴール 3 として「ジ
ェンダーの平等の推進と女性の地位向上」である。このゴールは、国連ミレニアム開発目
標のターゲット 3-A として「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育における男女格
差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する」こと
の達成をあげている。ゴール 3、およびターゲット 3-A については表 1 の「国連ミレニア
ム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりである。 





























前述のように、ジェンダー平等に関するゴール 3 は、ターゲット 3-A によって把握され
る。上述のこのターゲットから抽出した概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン
方式（特性要因図）を参考にして系統的に図式化すると図 2-3 のようになる。 
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4 国連ミレニアム開発目標における 5歳未満児の死亡に関するゴールはゴール 4として
「幼児死亡率の引き下げ」である。このゴールはターゲット 4-A として「2015 年までに 5
歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に削減する」ことの達成をあげている。ゴー





下痢症、マラリア、エイズの 4 大疾患による。この 5 歳未満の幼児の死因のほとんどは、
予防または治療可能である。5 歳未満の幼児の４疾病のうち、特に死亡率の高い肺炎と下痢
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図 2-4 にあるように、国連開発計画のターゲット 4-A の目標として 2015 年までに 5 歳













死亡率を 1990 年の水準の 3










































5 国連ミレニアム開発目標における妊産婦の健康に関するゴールはゴール 5 として「妊産
婦の健康状態の改善」をあげる。ゴール 5 については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一
覧」を参照されたい。このゴールはターゲット 5-A と、ターゲット 5-B の 2 つのターゲッ
トから構成されている。 
ターゲット 5-A の具体的目標は、「2015 年までに妊産婦の死亡率を 1990 年の水準の 4 分













の地位が低いことを意味している (注 31)。 
ターゲット 5-B の具体的目標は、「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生
殖に関する健康）への普遍的アクセスを実現する」ことの達成をあげている。ターゲット
5-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられ
ている概要は以下のとおりである。国連はこの報告書の中で、リプロダクティブ・ヘルス























ト 5-A、ターゲット 5-B によって構成される。この概要の構造を捉えるために、フィッシュ・
ボーン（特性要因図）を参考にして系統的に図式化するとターゲット 5-A は図 2-5-1 のよう
になり、ターゲット 5-B は図 2-5-2 のようになる。 
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図 2-5-1 にあるように、国連開発計画のターゲット 5-A の目標として 2015 年までに妊








の確保であるので、これら 3 つの要因を左向きの細斜線の矢印で示す。 
 次に下段に示されている妊産婦死亡の要因であるが、主要な要因として多量出血や高血
ターゲット 5-A 
「1990 年から 2015 年までに、妊



































































































































6 国連ミレニアム開発目標における疾病の蔓延防止に関するゴールはゴール 6 として
「HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延防止」である。ゴール 6 については表 1
の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。このゴールはターゲット 6-A、ター
ゲット 6-B、ターゲット 6-C の 3 つのターゲットから構成されている。 
ターゲット 6-A の具体的目標は、「2015 年までに HIV／エイズのまん延を食い止め、
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で、結果的に HIV 感染者数は増大しているとする。HIV の感染を阻止するためには、ま
ず HIV の感染予防法を理解することから始めなければならない。そしてこれは特に成人の
新規 HIV 感染者数の多い 15 歳から 24 歳の若者にとって重要になっている。HIV 感染










期の性交渉（15 歳までに）を開始した若い女性は HIV 感染のリスクが高いためである。









自らが HIV に感染するリスクを高めるのである(注 33)。 
ターゲット 6-B の具体的目標は、「2010 年までに、必要とするすべての人々の HIV／
エイズの治療への普遍的アクセスを実現する」である。ターゲット 6-B については表 1 の
「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下の
とおりである。国連はこの報告書の中で、新規 HIV 感染率は HIV/エイズの治療の拡大を
大きく上回っており、保健・医療サービスへのアクセス拡大などによる予防と治療措置の
両方を緊急に強化する必要性があるのであるとする。とりわけ治療に関して HIV 感染者の





























策の実施が、ミレニアム開発目標 4（2015 年までに幼児死亡率を 3 分の 2 に引き下げる）
を達成できる可能性の手がかりともなる。しかしながら、子どものマラリア治療薬投与に
は、居住地間格差と家庭財産階層別格差が大きく影響しているとする。次に、ターゲット 
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から免れることに関するゴール 6 は、ターゲット 6-A、ターゲット 6-B、ターゲット 6-C
からなる。この 3 つのターゲットの概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式
（特性要因図）を参考にして系統的に図式化すると図 2-6-1、図 2-6-2、図 2-6-3 となる。 
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はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで途上国の現状で
あるが、HIV 感染者の現状は新規 HIV 感染者が減少しているものの HIV 感染者は増加し
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可能性の確保」である。ゴール 7 については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参



















り太陽の紫外線放射の暴露による皮膚がん患者数は 2000 万人、白内障患者数は 1 億 3000
万人も増大していた公算が高く、また人間の免疫系や野生生物、農業にも被害が及んでいた
可能性があるとする(注 37)。 
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ターゲット 7-B の具体的目標は、「生物多様性の損失を 2010 年までに確実に減少させ、








































ターゲット 7-D の具体的目標は、「2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住者の
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りを続けており、紛争被害国では上昇している(注 42)。 
前述のように、環境の持続可能性を確保することに関するゴール 7 は、ターゲット 7-A、
ターゲット 7-B、ターゲット 7-C、ターゲット 7-D によって構成される。これら 4 つのタ
ーゲットから抽出した概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式フィッシュ・
ボーン方式（特性要因図）を参考にして系統的に図式化するとそれぞれ、図 2-7-1、図 2-7-2、 
図 2-7-3、図 2-7-4 のようになる。 
 
 































図 2-7-1 にあるように、国連開発計画のターゲット 7-A の目標として環境資源の損失の
阻止と回復することが根幹にあるので、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示でき
る。この目標につき、悪影響を与えるものと過去の成功対策例が必要なことから目標線上
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の上段に現状、下段に対策を表すことができる。この悪影響を与えるものを表す森林破壊
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その他ＭＤＧs 達成が危ぶまれる 絶滅危惧種数の悪化 世界的に漁場の持続可能性確保の難題 
生態系の変化 
出典：筆者作成 
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図 2-7-4 にあるように、国連開発計画のターゲット図 2-7-4 国連ミレニアム開発目標 









具体的目標 ターゲット 7-D 




































































第 2 項 貧困の構造連鎖  








である。ターゲット 1-B の雇用機会は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年
までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」こと
へ影響を与える。またターゲット 1-B は、前項で整理した『国連ミレニアム開発目標報告』
によるターゲット 1-B の概要において、成人労働力は“HIV/エイズ”から悪影響を受ける
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と述べられているので、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A の「2015 年ま
でに HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」ことから影響を受けることと
なる。ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、およびターゲット 6-A については表 1 の「国連ミ
レニアム開発目標一覧」を参照されたい。 









ターゲット 1-C、およびターゲット 7-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」
を参照されたい。 













によって教育の機会を失うと述べられている。ターゲット 2-A 初等教育の普遍的普及は、 
“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口
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の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」ことと、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関する
ターゲット 6-Aの 「2015 年までにHIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」
から影響を受けることとなる。ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 2-A、および
ターゲット 6-A については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 









したがって、ターゲット 3-A の男女格差の解消は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A
の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少
させる」こと、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A の「2015 年までに HIV
／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」こと、“安全な飲料水及び衛生施設”に
関するターゲット 7-C の「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能な
形で利用できない人々の割合を半減させる」こと、“リプロダクティブ・ヘルスの利用”に




ゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 2-A、ターゲット 3-A、ターゲット 5-B、ターゲ
ット 6-A、およびターゲット 7-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参
照されたい。 
ターゲット 4-A の具体的目標は「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の
3 分の 1 に削減する」である。これは、乳幼児死亡率の引き下げを目的とした“乳幼児死亡”
に関するターゲットである。乳幼児死亡の削減については『国連ミレニアム開発目標報告』
によるターゲット 4-A の概要において、まず乳児死亡には“母親の教育水準”が影響を与え、







おける男女格差）に関するターゲット 3-A の「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育
における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解
消する」こと、“マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏（ぼうあつ）”に関するターゲッ
ト 6-C の「2015 年までに、マラリアおよびその他の主要な疾病の発生を阻止し、その後、
発生率を下げる」、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A の「2015 年までに
HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」こと、“飢餓”に関するターゲット
1-C の「2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」
こと、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する
人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」こと、“初等教育”（基礎学力）に関する
ターゲット 2-A の「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全課程
を修了できるようにする」、から影響を受けることとなる。ターゲット1-A、ターゲット1-C、
ターゲット 2-A、ターゲット 3-A、ターゲット 4-A、ターゲット 5-B、ターゲット 6-A、お
よびターゲット 6-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 






サービス”に関するターゲット 5-B の「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生
殖に関する健康）への普遍的アクセスを実現する」から影響を受けることとなる。ターゲ
ット 5-A、およびターゲット 5-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参
照されたい。 
ターゲット 5-B の具体的目標は「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖
に関する健康）への普遍的アクセスを実現する」である。これは、“リプロダクティブ・ヘ












合は教育における男女格差）に関するターゲット 3-A「可能な限り 2005 年までに、初等・
中等教育における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女
格差を解消する」から影響をうける。また、“リプロダクティブ・ヘルス”に関するターゲッ
ト 5-B は、“妊産婦死亡”に関するターゲット 5-A の「2015 年までに妊産婦の死亡率を 1990
年の水準の 4 分の 1 に削減する」に影響を与え、さらに“乳幼児死亡”に関するターゲット
4-A の「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に削減する」こと
に影響を与えることとなる。ターゲット 1-A、ターゲット 2-A、ターゲット 3-A、ターゲッ
ト 4-A、ターゲット 5-A、およびターゲット 5-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目
標一覧」を参照されたい。 






したがって、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A は、 “ジェンダー問題”（教
育や雇用における男女格差）に関するターゲット 3-A の「可能な限り 2005 年までに、初等・
中等教育における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女
格差を解消する」から影響を受ける。またターゲット 6-A は、“初等教育”（基礎学力）に関
するターゲット 2-A の「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全
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課程を修了できるようにする」へ影響を与えることとなる。言うまでもないが、“HIV/エイ
ズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A は、“HIV/エイズの治療”に関するターゲット 6-B の
「2010 年までに、必要とするすべての人々の HIV／エイズの治療への普遍的アクセスを実
現する」に影響を与え、さらにターゲット 6-B からも影響を受けるのである。ターゲット
2-A、ターゲット 3-A、ターゲット 6-A、およびターゲット 6-B については表 1 の「国連ミ
レニアム開発目標一覧」を参照されたい。 













幼児死亡”に関するターゲット 4-A の「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準
の 3 分の 1 に削減する」に影響を与えることとなる。ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、タ






健康な生活」に影響を与えることとなる。ターゲット 7-A については表 1 の「国連ミレニ
アム開発目標一覧」を参照されたい。 
ターゲット 7-B の具体的目標は「生物多様性の損失を 2010 年までに確実に減少させ、そ








ターゲット 7-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 











得貧困”に関するターゲット 1-A の「1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合」から影響を受
けることとなる。また、ターゲット 7-C は、“ジェンダー問題”（教育や雇用における男女格
差）に関するターゲット 3-A の「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育における男女
格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する」、“飢
餓”に関するターゲット 1-C の「2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準
の半数に減少させる」、“乳幼児死亡”に関するターゲット 4-A の「2015 年までに 5 歳未満児
の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に削減する」に影響を与えることになる。ターゲット
1-A、ターゲット 1-C、ターゲット 3-A、ターゲット 4-A、およびターゲット 7-C について
は表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 
ターゲット 7-D の具体的目標は「2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住者の生
活を改善する」である。これは、“スラム居住者の生活改善”に関するターゲットである。ス
ラム居住者の生活改善については『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 7-D





に関するターゲット 7-C の「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能
な形で利用できない人々の割合を半減させる」から影響を受けることになる。ターゲット
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長 寿 で 健 康 な 生 活 知 識 




































注 HDIは人間開発指数を示す。T1-Aは“所得貧困”に関するターゲット 1-Aを示す。T1-Bは“雇用”に関するターゲット 1-Bを















図 3 はまず、第 1 段階として、人間開発における最も基本的なケイパビリティ（潜在能
力）である 3 領域を、「健康で長生きをすること」、「教育を受けること」、「人間らしい生活
水準を享受すること」を 3 つの大きな円で表してある。この 3 領域はそれぞれ、長寿で健
康的な生活を測る尺度としては「出生時平均余命」で、知識については「成人識字率（2/3
加重）」と「初・中・高等教育就学率（1/3 加重）」という教育に関する 2 つの変数によって、
そして人間らしい生活水準には「購買力平価による 1 人当たり GDP」を基準としてそれぞ
れ計測される。そして、この 3 指数の単純平均からなる複合指数が人間開発指数であるか








滅」のターゲットであるターゲット 1-A「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口
の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」が基本的なケイパビリティ「人間らしい生活
水準を享受すること」の円内に配置されることになる。ゴール 1、およびターゲット 1-A に
ついては表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。そして、第 3 段階とし
て、そのターゲット間のつながりを直線で示す。例えば所得貧困に関するターゲット 1-A
は、安全な飲料水と基本的な衛生施設の普及を目指すターゲット 7-Cに影響を与えるので、


























でない場合、T2-A に影響を与えるターゲット、すなわち、その国の所得貧困に関する T 1-A
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第 4 章 “乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念の検証 
――カンボジアを対象とした実証研究―― 
 
第 1 節 カンボジアを事例研究の対象にした理由 
 世界の開発援助実績における日本の存在感はとても大きい。『政府開発援助<ODA>白書 
2010 年版』によると、「主要 DAC 加盟国の政府開発援助実績の推移」において、「支出純
額ベース」では世界第 5 位、「支出総額ベース」では世界第 2 位の実績を持っている。ちな
みに、「支出純額ベース」では 1991 年から 2000 年にかけて、「支出総額ベース」では 1992







して ASEAN（東南アジア諸国連合 10 ヵ国）などとの諸国外交を重要視するものである。
なかでも ASEAN＋3（日本、中国、韓国）による東アジア共同体構築の構想についての議






第 2 節 カンボジアの概況 




画の『人間開発報告書 2010』によると、表 2 にあるように 2008 年度のカンボジアの出生
時平均余命は 62.2 才、1 人当たり国民所得は 670 ドル、人間開発指数は 0.494 であり、ラ
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オス（平均余命 65.9、1 人当たり国民所得 760 ドル、人間開発指数 0.497）、ベトナム（平




表 2 カンボジア、ラオス、ベトナムの基礎指標 
 
カンボジア ラオス ベトナム 
国土面積（1000平方キロ） 181 237 331 
人口（100万人） 14 6 85 
農地率（2008,％） 32 9.9 33 
1人当たり名目国民所得 (US$) 670 760 920 
産業構造（GDP比率、2008,％） 
   
農業 35 35 22.2 
工業 24 29 40 
サービス 41 37 38 
平均余命（2008,才） 62.2 65.9 74.9 
人間開発指数(2008) 0.494 0.497 0.572 
出典：World Bank, World Development Indicators.  
http://databank.worldbank.org/data/views/variableselection/selectvariables. 
aspx?source=world-development-indicators#c_l 、2013年 3月 17日アクセス。 
 
このように未だ周辺諸国と比較しても発展の遅れているカンボジアではあるが、他方で近





EU から最恵国待遇を取得し、さらに翌年 1997 年にアメリカから特恵関税が付与された。
主にマレーシア、シンガポール、台湾、韓国などの華僑系を中心としたアジア企業の直接投
資が増加し、ナイキ、GAP、アディダスなどの世界のブランド企業による委託加工をおこ
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なうことで、衣料縫製業が急成長した（注 3）。 
2006 年の貿易収支を見ると、輸出が前年比 26.8 パーセント増の 36 億 9030 万ドル、輸







にいたった経緯は、2005 年 11 月に中国がアメリカとの協議で、アメリカが中国からの繊



















に保護条約を締結した。1840 年から 1842 年にかけてのアヘン戦争により、清国がイギリ































1975 年から 1978 年は、1975 年にポル・ポトを首相とする民主カンボジア政権が成立し

















和国と、中国や ASEAN などに支援された民主カンプチア連合政府 3 派という構図（注 11）
のもと、カンボジアの内戦は単なる国内紛争という内乱を超えて、一段と複雑で混迷に陥っ
た支援国を巻き込んだ国際紛争に進展し、約 10 年間にわたって膠着状態であった（注 12）。 
1991 年 10 月、「カンボジア紛争の包括的政治解決に関する協定」（パリ平和協定）が結
ばれ、カンボジア国内で対立した、民主カンプチア連合政府三派（シアヌーク派、ソン・サ
ン派、クメール・ルージュ派）とヘン・サムリン政権、および関係国、国連の代弁者が調印
し、内戦は一応終結したのである。1991 年から 1993 年は国連カンボジア暫定統治機構
















新政権の発足以降、カンボジアは平和と発展のために試行錯誤していたが 1997 年 7 月、
プノンペンにてフンシンペック党とカンボジア人民党の軍隊が衝突するという事件が起こ
った。第一首相であったラナリットはパリに逃亡し約半年後の 1998 年 3 月にシハヌーク王











 第 3 節 国連開発計画によるカンボジアの貧困分析 






これは国連によって取り上げられた Official list of MDG indicators を様々な国際機関や各
国から収集したデータをもとにして国連ミレニアム開発目標を作成したものであり、各国ご
とに公表する普遍性のある開発目標指数となる。次に、後者のカンボジアミレニアム開発目






両者の開発目標は、国連ミレニアム開発目標がゴール 1 からゴール 8 までを設定し、カ
ンボジアミレニアム開発目標がゴール 1 からゴール 9 までを設定している。両者のゴール
は基本的にゴール１からゴール 8 までは同じであり、カンボジアミレニアム開発目標には
これに付け加えて、カンボジア特有の問題である地雷問題に関するゴール 9「地雷除去、不
発弾処理、及び犠牲者支援」が設定されている。また 2010 年の Achieving Cambodia’s 














の 2 つである。これら国連ミレニアム開発目標ターゲット 1-B および、国連ミレニアム開




設定されているターゲット項目は、次の 3 つのターゲットである。すなわち、 
① ターゲット 8「女性と子供に対するあらゆる種類の暴力を削減する」、 




② ターゲット 24「2012 年までに地雷と不発弾の影響がなくなるようにする」 
の 3 つである。これらカンボジアミレニアム開発目標ターゲット 8、カンボジアミレニアム
開発目標ターゲット 16および、カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 24については、
表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 
上記の 3 つのターゲットのうち、まず“女性と子供”への暴力をなくすためのターゲット 8
は、国連開発計画や人間の安全保障概念において重要視されている弱者の保護の観点から設











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ゲット 5-B については、表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。他方、
136 
 





③ ターゲット 24「2012 年までに地雷と不発弾の影響がなくなるようにする」 
である。これらカンボジアミレニアム開発目標ターゲット 8、カンボジアミレニアム開発目




ターゲットの未設定について、2010 年の Achieving Cambodia’s Millennium Development 
Goalsでは 2つのターゲットを新たに設定にしようと取り組んでいると述べている（注 18）。 
 よって本研究では、カンボジアミレニアム開発目標に設定されていない 2 つのターゲッ
トの重要性に鑑みて、国連が設定し集計している国連ミレニアム開発目標（Official list of 
MDG indicators）から、その 2 項目にあたるターゲットをカンボジアミレニアム開発目標
に新たに追加設定する（注 19）。そこで新たに設定された“雇用問題”と“リプロダクティ
ブ・ヘルスのアクセス”についてのターゲットは次の 2 つである。 
①ゴール 1 の「極度の貧困及び飢餓の撲滅」に対しターゲット 1-B 女性、若者を含むす
べての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する
（注 20）。 
②ゴール 5 の「妊産婦の健康の改善」に対しターゲット 10-B 2015 年までにリプロダ
クティブ・ヘルスへの普遍的アクセスを実現する（注 21）。 
 上記により新たに設定されたカンボジアミレニアム開発目標の 2 つのターゲットはカン
ボジアの貧困の構造連鎖図として、前出の国連ミレニアム開発目標の図 3 の「貧困の構造
連鎖図」（115 ページ）における、ターゲット 1-B（図では T1-B と表記）とターゲット 5-B
（図では T5-B と表記）は、カンボジアミレニアム開発目標のターゲット 1-B（図では T1-B
と表記）とターゲット 10-B（図では T10-B と表記）として位置付ける。図式化されたもの






 国連ミレニアム開発目標では、ゴール 3 のジェンダーの平等の推進と女性の地位向上は、
国連ミレニアム開発目標ターゲット 3-A において、「できれば 2005 年までに初等・中等教
育において、2015 年までにすべての教育レベルで男女格差を解消する」ことの 1 項目のみ
の設定であった。しかし、カンボジアミレニアム開発目標ではこの要素を重要視しており、













発目標の 3-A ターゲットついては、表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を、カンボジ
アミレニアム開発目標ターゲット 4 からターゲット 8 については、表 3 の「カンボジアミ
レニアム開発目標一覧」を参照されたい。  
 また、表 3 にあるカンボジアミレニアム開発目標の、ゴール 2 である「普遍的基礎教育(9
年)を達成する」ことに設定されている、ターゲット 4 の「9 年間の基礎教育における男女
格差の解消を 2010 年までには達成する」は、初等・中等教育における男女格差の解消に関







図（115 ページ）においてターゲット 3 が T3-A として位置づけられていた箇所に、カンボ













図式化されたものについては図 4 の「カンボジア貧困の構造連鎖図」を参照されたい。 






のについては図 4 の「カンボジア貧困の構造連鎖図」を参照されたい。 
 
 第 2 項 カンボジアのダウンサイド・リスク（状況が悪化する危険） 
 貧困の構造分析をおこなうためには、要素間の欠如状態の相互作用ばかりでなく、各要
素に関する人間の安全保障に関する脅威を浮き彫りにしなければならない。カンボジア特
有の人間の安全保障に関する“脅威”については、The World Bank が MANAGING RISK 






































































長 寿 で 健 康 な 生 活 知 識 
















































注 HDI は人間開発指数を示す。T1-A は“所得貧困”に関するターゲット 1-A を示す。T1-B は“雇用”に関するターゲット 1-B を示す。T2 は“飢餓発
生の抑制”に関するターゲット 2 を示す。T3 は“初等教育”に関するターゲット 3 を示す。T4 は“基礎教育におけるジェンダー問題”に関するターゲッ
ト 4 を示す。T5 は“高等教育以上におけるジェンダー問題”に関するターゲット 5 を示す。 
 
 








図 4 はまず、第 1 段階として、人間開発における最も基本的なケイパビリティ（潜在能
力）である 3 領域を、「健康で長生きをすること」、「教育を受けること」、「人間らしい生活
水準を享受すること」を 3 つの大きな円で表してある。この 3 領域はそれぞれ、長寿で健
康的な生活を測る尺度としては「出生時平均余命」で、知識については「成人識字率（2/3
加重）」と「初・中・高等教育就学率（1/3 加重）」という教育に関する 2 つの変数によって、
そして人間らしい生活水準には「購買力平価による 1 人当たり GDP」を基準としてそれぞ
れ計測される。そして、この 3 指数の単純平均からなる複合指数が人間開発指数であるか







アム開発目標ゴール 1 の「極度の貧困と飢饉の撲滅」のターゲットであるターゲット 1-A
「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少さ
せる」が基本的なケイパビリティ「人間らしい生活水準を享受すること」の円内に配置さ
れることになる。そして、第 3 段階として、そのターゲット間のつながりを直線で示す。
例えば所得貧困に関するターゲット 1-A は、ターゲット 14 とターゲット 15 の 2 つのター
ゲットで示される安全な飲料水と基本的な衛生施設の普及を目指すターゲットに影響を与
えるので、図 3 ではターゲット 1-A は T1-A として記号で示され、T14、T15 と記号で示さ
れているターゲット 14 とターゲット 15 へ向かう実線の矢印で表現する。このようにここ
では図式化のために各ターゲットを記号で示している。さらに第 4 段階として、各ターゲ
ットの人間の安全保障に対する“脅威”を破線で示している。例えばターゲット 1-A の人間の
T6 は“雇用におけるジェンダー問題”に関するターゲット 6 を示す。T7 は“政府におけるジェンダー問題”に関するターゲット 7 を示
す。T8 は“女性と子供に対する暴力の削減”に関するターゲット 8 を示す。T9 は“乳幼児死亡”に関するターゲット 9 を示す。T10 は
“妊産婦死亡”に関するターゲット 10 を示す。T10-B は“リプロダクティブ・ヘルス・サービス”に関するターゲット 10-B を示す。T11
は“HIV/エイズの蔓延阻止と HIV/エイズの治療”に関するターゲット 11 を示す。T12 は“マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏
（ぼうあつ）”に関するターゲット 12 を示す。T13 は“環境資源と生物多様性の損失”に関するターゲット 13 を示す。T14 は“安全な
飲料水”に関するターゲット 14 を示す。T15 は“衛生施設の利用”に関するターゲット 15 を示す。T16 は“土地所有権”に関するター
ゲット 16 を示す。T24 は“地雷と不発弾”に関するターゲット 24 を示す。 





























については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 
“政府におけるジェンダー問題”に関するターゲット 7（図では T-7）の「政府における
男女格差を解消する」ことについての項目が、“かなり改善が遅い”となっている要因は、両





については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 






ゲット 10-B については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 











アム開発目標ターゲット 1-A、ターゲット 3、ターゲット 5 については、表 3 の「カンボジ
アミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 





ニアム開発目標ターゲット 13 については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」
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を参照されたい。 





ミレニアム開発目標ターゲット 16 については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一
覧」を参照されたい。 

















1-B ターゲット、ターゲット 16 については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」
を参照されたい。 
 このカンボジアの貧困の構造において問題視しなければならないのは、“所得貧困”に関
するターゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993
年の水準の半数に減少させる」ことについての項目と、“雇用問題”に関するターゲット 1-B






エイズの蔓延阻止と HIV/エイズの治療”に関するターゲット 11 の「HIV/エイズの蔓延を
減少させる」項目が順調な改善傾向にあるにもかかわらず、“雇用問題”に関するターゲッ
ト 1-B の項目が、“かなり改善が遅い”ためである。他方、“所得貧困”に関するターゲット




ついての項目と、“衛生施設の利用”に関するターゲット 15 の「2015 年までに改善された
衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する」ことについての項目、さらに“乳
幼児死亡”に関するターゲット 9 の「5 歳未満児の死亡率を削減する」ことについての項目
は、順調に改善しているのである。このような改善されている項目の状況は、これらの改
善している項目に対する政府の取り組みや、海外からの大きな協力の存在が考えられる。











つまり、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で
生活する人口の割合を 1993 年の水準の半数に減少させる」ことについての項目と、“雇用
問題”に関するターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な










ト 11 が改善しているにもかかわらず、ターゲット 1-A とターゲット 1－B は改善がかなり
遅れているのである。さらに、これら“所得貧困”をあらわすターゲット 1-A と“雇用問
題”に関するターゲット 1－B は改善がかなり遅れているにもかかわらず、ターゲット 1-A
とターゲット 1－B から影響を受ける項目である“安全な飲料水へのアクセス”の改善を目










第 6 節 カンボジアの就業構造と所得貧困 
  第 1 項 カンボジアの実質 GDP 産業別構成比と産業別就業人口 
カンボジアの貧困における脆弱部分は、ベトナムと比較してみても、就業機会と所得の
低さにある（注 27）。そこで、本節では、この雇用問題と所得問題の 2 点に焦点をあてて、
カンボジアの貧困について分析する。 
カンボジアの“雇用”機会の問題に関して、カンボジアの実質 GDP 産業別構成比の推移を
1993 年から 2008 年で見ると表 4 にあるように、農業の比率が 1993 年の GDP 比 45.6%か
ら 2008 年の GDP 比 26.5%へ減少し、製造業の比率が 1993 年の GDP 比 8.0%から 2008
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年の GDP 比 19.8%へと増加している。  
 
表 4 カンボジア実質 GDP 産業別構成比の推移              （％） 
 
1993 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 
農業 45.6 47.5 35.9 34.9 31.5 32.0 28.8 29.4 28.0 26.7 26.5 
鉱業 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 
製造業 8.0 9.4 16.0 17.2 18.3 18.9 20.2 19.6 20.8 20.5 19.8 
電気、ガス、水道 0.3 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 
建設業 4.4 6.0 5.2 4.7 5.6 5.8 5.9 6.4 6.9 6.7 6.6 
商業 16.9 16.9 14.4 14.4 14.6 13.0 13.1 13.0 12.9 12.8 13.1 
運輸、通信 6.3 6.9 6.6 6.6 7.1 6.8 6.7 6.8 6.2 6.1 6.1 
金融 8.8 7.1 7.3 7.3 7.5 8.3 9.1 8.7 8.9 9.1 9.1 
行政 2.0 2.9 2.7 2.3 2.2 1.9 1.6 1.5 1.4 1.2 1.2 
その他 4.4 4.6 6.1 6.9 7.2 7.6 8.1 8.5 9.0 9.1 9.6 
出典：Asian Development Bank, 
http://www.adb.org/sites/default/files/KI/2010/xls/CAM.xls 、2013 年 3 月 17 日アクセ
ス、から筆者計算。 
 
次に、カンボジアにおける産業別の就業状況の変化を 1998 年と 2008 年で比較したのが
表 5 である。表 5 にあるように農林水産業の第 1 次産業では、1998 年に就労人口は 367 万
人で全就業人口における構成比は77.4%であった。2008年度は第1次産業の就労人口は126
万人増え 493 万人、全就業人口に占める構成比は 72.1%であった。このように農林水産業
に従事の人口は増えているが構成比は約 5％減ったが依然として 70%台で、第 1 次産業は
カンボジアにおいて最も就業人口が多い産業である。一方、第 2 次産業では 1998 年の就労
人口は 20 万人、全就業人口における構成比は 4.3%であった。2008 年の第 2 次産業に就労
人口は 38 万人増え 58 万人であり、就業人口における構成比は 8.6%であった。このように
第 2 次産業が総就業人口に占める構成比は 10%以下であるが構成比で約 2 倍伸び特に就業
人口の増加率は 1998 年比で 190.1%の増加と増加率は非常に高い。カンボジアのサービス
作業である第 3 次産業の変化をみると就労人口は 87 万人、全就業人口に占める構成比は
18.4%であった。2008 年度をみると第 3 次産業の就労す人口は 45 万人増え 132 万人であ
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り、全就業人口の構成比は 19.3%と、就業人口の増加率は 1998 年比で 51.7%と比較的大き
かった。表 5 のカンボジア産業別就業人口の 1998 年と 200 年の比較を参照されたい。 
 
表 5 カンボジア産業別就業人口の 1998年と 2008年の比較    
 
1998年 2008年 増加率 
  実数（1,000人） ％ 実数（1,000人） ％ ％ 
第 1次産業 3676 77.4 4935 72.1 34.2 
第 2次産業 202 4.3 586 8.6 190.1 
第 3次産業 874 18.4 1320 19.3 51.0 
合計 4752 100 6841 100 
 
出典：Ministry of Planning National Institute of Statistics, “General Population Census  
of Cambodia 2008”, (2010). より筆者作成。 
（注）対象は 15 歳以上の男女で就業している者。 
 
第2次産業と第3次産業の産業別内訳をさらにみてみると、第2次産業では製造業が1998
年に 14 万人、就業人口に占める構成比は 3.1%で、これが 2008 年には 42 万人、就業人口
に占める構成比は 6.2%と、就業人口の増加率は 186.8%と製造業の伸びが高い。第 3 次産
業では卸売・小売業が 1998 年に 33 万人で、就業人口に占める構成比は 6.9%で、2008 年
には 53 万人、就業人口に占める構成比は 7.8%と、卸売・小売業の就業人口の増加率は 61.1%
と高い伸びを示している（注 28）。 
このことからカンボジアでは第 2 次産業と第 3 次産業の就業人口がこの 10 年の間に急速
に増大していることがわかる。今のところは製造業の就業人口は農業 2008 年度で農林水産




 第 2 項 所得貧困による分析 
 カンボジアの 1 人当たり GNI は 2008 年度で年間 430 ドルであり、1 日 1 ドル未満で暮
らす貧困人口は 1990 から 2005 年の平均では 34.1％、同じ期間の 1 日 2 ドル未満で暮らす
貧困人口は 77.7％と高く、ジニ係数も 41.7 と高い（注 30）。次に、カンボジアの人びと
の“所得”について、所得貧困指数を用いて分析する。 
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2009 年の World Bank によると、貧困の境界である貧困ラインを、1 人 1 日当たりで、
プノンペンは 3,092 リエル（0.75 米ドル）、その他都市部は 2,704 リエル（0.66 米ドル）、
および地方農村部は 2,367 リエル（0.58 米ドル）としている。そして、この貧困ラインに
達しない状態にある人びとを所得貧困層と定義している（注 31）。 
カンボジア政府が2010年に発表したカンボジア人の所得貧困層の都市部と地方農村部の
推移を示したのが表 6 である。表 6 にあるように所得貧困ラインを下回る人口の割合は、
全体では 1993/94 年で 39 パーセント、2004 年で 34.7 パーセント、そして 2007 年では 30.1
パーセントと、所得貧困ラインを下回る人口の割合は改善されている。 
 




で 3.1 パーセント、2004 年で 1.1 パーセント、2007 年で 0.3 パーセントと改善が顕著に表
れている。その他の都市部でもまた、1993/94 で 10.4 パーセント、2004 年で 7.8 パーセン
ト、2007 年で 7.5 パーセントと改善がみられる。他方、地方農村部では、1993/94 年で 86.5
パーセント、2004 年で 91.1 パーセント、2007 年で 92.3 パーセントとその比率は非常に高
くかつ悪化の一途を辿っている。2007 年で見ると、カンボジアでは地方農村部に住んでい
る人びとの 30 パーセントは所得貧困層であり、これは国内における所得貧困層の 92 パー
セントが地方農村部に居住していることとなる。 
次に世帯主の職業別による所得貧困の出現度と寄与度を表したものが、図 5 である。図 5







1993/94 2004 2007 1993/94 2004 2007 
プノンペン 11.4 4.6 0.8 3.1 1.1 0.3 
その他都市部 36.62 24.7 21.9 10.4 7.8 7.5 
農村部 43.1 39.2 34.7 86.5 91.1 92.3 
カンボジア 39 34.7 30.1 100 100 100 

















出典：Ministry of Planning, A Poverty Profile of Cambodia 2004, 66-67. より筆者作成。 
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注 
注1 外務省『2010 年版政府開発援助（ODA）白書 日本の国際協力』文化工房、2011、
41 ページ。 
注2 Asian Development Bank, http://www.adb.org/sites/default/ files/KI/2010/xls/CAM 
xls 、 2013 年 3 月 17 日アクセス。 
注3 日本貿易振興会 [編]『ジェトロ貿易投資白書』JETRO、2006、226 ページ。 
注4 日本貿易振興会 [編]、前掲書（注 3）、230 ページ。 
注5 アジア経済研究所『アジア動向年報』アジア経済出版会、2006、249-266 ページ。 
注6 天川直子「貧しさの度合い」、天川直子・井手直子・上田広美・岡田知子[編]『カンボ
ジアを知るための 60 章』明石書店、2006、339 ページ。 
注7 平野久美子『カンボジアは誘う 』新潮社、2001、48-53 ページ。 
注8 東南アジア調査会[編]『東南アジア要覧』東南アジア調査会、2008。 
注9 岡田知子「平和の島、東洋のパリ」、天川直子・井手直子・上田広美・岡田知子[編]
『カンボジアを知るための 60 章』明石書店、2006、182 ページ。 
注10 岡田知子「革命の理想と現実」天川直子・井手直子・上田広美・岡田知子[編]『カン




注12 熊岡路矢「カンボジアにおける人間の安全保障と NGO の役割」、勝俣誠[編]『グロー
バル化と人間の安全保障』日本経済評論社、2007、57-58 ページ。 
注13 熊岡路矢、前掲論文（注 12）、57-58 ページ。 
注14 United Nations Statistics Division,“Official list of MDG indicators” 
http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Host.aspx?Content=Indicators/OfficialList.htm 、 
2012 年 02 月 15 日アクセス。 
国連ミレニアム開発目標については第 2 章章末の表 1 の「国連ミレニアム開発目標
一覧」を、カンボジアミレニアム開発目標については、後述の表 3 の「カンボジアミ
レニアム開発目標一覧」を参照されたい。 
また、2013 年１月 17 日において、カンボジア国連開発計画から取得することが
できるカンボジア版のミレニアム開発報告書である、Achieving Cambodia’s 
Millennium Development Goals の 2010 年度が最新版であった。同報告書に記載さ
れているデータの測定年度は 2005 年から 2010 年度となっている。特に、同報告書




ータは 2008 年度を基準とする。（取得可能でない場合は 2008 年度以前のものを使用
する。） 
注15 CAMBODIA, Ministry of Planning, Achieving Cambodia’s Millennium 
Development Goals, 
http://www.mop.gov.kh/LinkClick.aspx?fileticket=G6I5N%2b%2bIJXY%3d&tabid
=156&mid=676 、7、40、2011 年 8 月 18 日 アクセス。 
注16 UNDP CAMBODIA, What are the Cambodia Millennium Development Goals?,   
http://www.un.org.kh/undp/mdgs/cambodian-mdgs 、 2012 年 11 月 12 日アクセス。 









「順調」は差異が 5 パーセント以内、「改善が遅い」は差異が 5 パーセント以上 25
パーセント以内、「かなり改善が遅い」は差異が 25 パーセント以上となっている。 
CAMBODIA Ministry of Planning, Achieving Cambodia’s Millennium 
Development Goals, 
http://www.mop.gov.kh/LinkClick.aspx?fileticket=G6I5N%2b%2bIJXY%3d&tabid
=156&mid=676 、51、2011 年 8 月 18 日 アクセス。 
注17 以下、引用部について、国連ミレニアム開発目標については表 1 の「国連ミレニアム
開発目標一覧」を参照されたい。また、カンボジアミレニアム開発目標については表
3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 
注18 CAMBODIA Ministry of Planning, Achieving Cambodia’s Millennium 
Development Goals, 
- 154 - 
 
http://www.mop.gov.kh/LinkClick.aspx?fileticket=G6I5N%2b%2bIJXY%3d&tabid
=156&mid=676 、51、2011 年 8 月 18 日 アクセス。 
また、この項目の重要性については、筆者が現地に赴きヒアリング等によって確認
をおこなった。 
2008 年 8 月 24 日～8 月 30 日：シェア＝国際保健協力市民の会（カンボジア事務 
所）のスタッフ（現地駐在日本人・カンボジア人スフ）からの 
ヒアリング(プノンペン) 
8 月 25 日：国立母子保健センター訪問による観察（プノンペン） 
8 月 26 日：農村散策による観察および地域住民からのヒアリング（プレ 
イベン） 
8 月 27 日：プレイベン郡保健行政局職員からのヒアリング（プレイベン） 
8 月 29 日：アンコール小児病院訪問による観察および、アンコール小児 
病院看師、赤尾和美氏からのヒアリング（シェムリアップ） 
2011 年 7 月 25 日：トラムクナー中学校、ソバンキリ中学校訪問による観察および 
ヒアリング（プノンペン） 
7 月 26 日：トゥールポンロー小学校、アピワット小学校訪問による観察お 
よびヒアリング（バンテンミンチェイ） 
7 月 28 日：ポイペト地区教育事務所からのヒアリング（バンテンミンチェ 
イ） 
7 月 28 日～7 月 29 日：アピワット小学校教員住宅でのホームステイによ 
る観察 
7 月 29 日：バンテンミンチェイ州立大学、教員養成学校訪問による観察お
よびヒアリング（バンテンミンチェイ） 





目標は 100 パーセントと設定し、「1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生活する就業者
の割合」の 2015 年度の最終目標は 0 パーセントと設定する。この設定を判断するに
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あたって、たとえばターゲット 3 の「2010 年までに、全ての子どもが初等教育の全
課程を修了できるようにし、2015 年までに 9 年間の基礎教育を修了できるようにす
る」においても、「初等教育の就学率」が 100 パーセントと設定されており、また、
6～14 歳の退学率も 0 パーセントと設定されていた。引用部については表 3 の「カン
ボジアミレニアム開発目標一覧）を参照されたい。 
注20 ターゲット 10-B は、「2015 年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アクセス
を実現する」であり、カンボジアミレニアム開発報告書では、「医師・助産婦に 2 回
以上出産前健診を受けた妊婦の割合」の最終目標が 90 パーセントと設定されている。



















注24 The World Bank, MANAGING RISK AND VULNERABILITY IN CAMBODIA: 
An Assessment and Strategy for Social Protection, 2006. 
http://www.socialsecurityextension.org/gimi/gess/RessFileDownload.do;jsessionid
- 156 - 
 
=25d300f24f3593051ebf7ba717cc87f4c20ac855a54af39c1d89a4db0f77c35c.e3aTb




発目標ターゲット 24 の「2012 年までに地雷と不発弾の影響がなくなるようにする」
に影響を与える脅威として捉えることとする。 
注26 以下、カンボジアの貧困分析をおこなう際の各ターゲットについての引用は、前出の
表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 
注27 カンボジアの所得の低さについては、表 2 の「カンボジア、ラオス、ベトナムの基礎
指標」の比較において既に述べてある。さらに、正規雇用の総雇用に占める割合
(2000-2008)はカンボジアで 13.1 パーセントであり、ベトナムの 26.1 パーセントと
比べると極端に低かった。United Nations Development Programme, Human 
Development Report 2010  (Tokyo: UNDP Tokyo Office, 2011）. （国連開発計画『人
間開発報告書 2010』阪急コミュニケーションズ、2011、214 ページ。） 
注28 CAMBODIA National Institute of Statistics, Ministry of Planning, Labour and 
Social Trends in Cambodia 2010  (Phnom Penh : National Institute of Statistics, 
Ministry of Planning ,2010), 70-71 より筆者計算。 
注29 また、カンボジアの 170 万人の人々が衣料縫製業に直接的、間接的に依存している。 
http://siteresources.worldbank.org/INTCAMBODIA/Resources/293755-115877979
0762/Women&Work-in-factory.pdf 、2010 年 9 月 26 日アクセス。 
注30 United Nations Development Programme Human development report 2007/2008 
(New York: Palgrave Macmillan, 2008), 283. 
注31 World Bank, Poverty Profile and Trend in Cambodia 2009, “Table5”,ⅲ,12,  




2004 年度の 91.1%よりも 2007 年度は 92.3%と悪化しているので、農業従事者の貧
困の出現度は 2007 年度が 2004 年度より同等以上であると推察できる。 
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